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縮
小
す
る
中
央
政
府
の
純
債
務
比
率

　

ま
ず
、
図
表
1
を
見
て
い
た
だ
き
た
い
。

こ
れ
は
日
銀
が
集
計
・
公
表
し
て
い
る
資

金
循
環
統
計
表
の
中
央
政
府
の
純
債
務

（
債
務
か
ら
債
権
を
差
し
引
い
た
残
高
）

と
そ
の
名
目
G
D
P
比
率
の
推
移
で
あ
る
。

資
金
循
環
統
計
と
は
、
家
計
、
民
間
企
業
、

政
府
、
金
融
機
関
、
海
外
部
門
な
ど
一
国

の
経
済
を
構
成
す
る
主
要
部
門
ご
と
に
、

金
融
資
産
と
負
債
の
増
減
（
フ
ロ
ー
）、

残
高
（
ス
ト
ッ
ク
）
を
表
示
し
た
マ
ク
ロ

統
計
デ
ー
タ
で
あ
る
。
主
要
国
の
中
央
銀

行
が
国
際
的
な
基
準
で
集
計
・
公
表
し
て

い
る
。

　

図
表
1
で
は
純
債
務
は
マ
イ
ナ
ス
表
記

に
し
て
あ
る
（
他
図
表
も
同
様
）。
ま
た

同
統
計
表
で
は
「
資
産
・
負
債
」
と
い
う

表
記
が
使
用
さ
れ
て
い
る
が
、
対
象
と
な

る
の
は
全
て
金
融
資
産
・
金
融
負
債
な
の

で
、
本
論
で
は
債
権
・
債
務
の
表
記
で
統

一
す
る
。

　

23
年
第
2
四
半
期
末
時
点
に
お
け
る
中

央
政
府
の
総
債
権
は
3
4
6
兆
円
、
総
債

務
は
1
2
4
4
兆
円
、
差
し
引
き
8
9
8

兆
円
が
純
債
務
で
あ
り
、
そ
の
名
目

G
D
P
比
率
は
1
5
2
％
だ
。
財
政
赤
字

に
し
ろ
、
政
府
債
務
に
し
ろ
、
そ
の
大
小

は
経
済
規
模
と
の
比
較
で
判
断
す
る
必
要

が
あ
り
、
名
目
G
D
P
と
の
対
比
で
見
る

こ
と
が
経
済
学
で
は
標
準
的
だ
。

　

図
表
1
が
示
す
通
り
、
中
央
政
府
の
純

債
務
は
G
D
P
比
で
20
年
第
2
四
半
期
の

1
7
1
％
の
ピ
ー
ク
時
か
ら
18
％
ポイント
も
低

下
し
て
い
る
。
し
か
し
、
純
債
務
の
額
は

20
年
の
第
2
四
半
期
か
ら
22
兆
円
増
え
て

い
る
の
で
、
こ
れ
は
名
目
G
D
P
が
同
期

間
に
76
兆
円
も
増
加
（
年
率
4
・
7
％
の

増
加
）
し
て
比
率
計
算
の
分
母
が
大
き
く

な
っ
た
こ
と
が
主
因
だ
。
他
の
要
因
と
し

て
は
、
円
安
・
ド
ル
高
で
政
府
の
外
貨
準

備
が
円
換
算
で
増
加
し
て
い
る
こ
と
も
加

わ
っ
て
い
る
。「
日
本
は
政
府
債
務
が
膨

張
し
て
、
財
政
破
綻
に
進
ん
で
い
る
」
と

い
う
よ
う
な
一
部
の
経
済
評
論
家
の
扇
動

的
な
言
説
と
は
反
対
方
向
に
変
化
し
て
い

る
こ
と
が
お
分
か
り
い
た
だ
け
る
だ
ろ
う
。

　

ち
な
み
に
、
政
府
債
務
の
主
要
項
目
は

短
期
・
長
期
の
国
債
を
中
心
と
す
る
公
債

日
本
政
府
の
債
務
を
巡
る
真
実

政
府
純
債
務
残
高
が
対
G
D
P
比
率
で
大
幅
低
下

龍
谷
大
学
経
済
学
部
教
授

竹
中
正
治

解 説

　
毎
年
の
財
政
赤
字
の
結
果
、「
日
本
政
府
の
総
債
務
は
増
加
の
一
途
で
、債
務
の
対
G
D
P
比
率
も
上
が
り
続
け
て
い
る
。

こ
の
傾
向
は
政
府
の
総
債
務
か
ら
債
権
を
除
い
た
純
債
務
ベ
ー
ス
で
も
変
わ
ら
な
い
」。
多
く
の
読
者
は
そ
う
思
っ
て
い

る
は
ず
だ
。
と
こ
ろ
が
、
日
銀
の
資
金
循
環
表
統
計
（
四
半
期
デ
ー
タ
）
が
示
す
事
実
は
そ
う
で
は
な
い
。
中
央
政
府
の

純
債
務
は
G
D
P
比
率
で
2
0
2
0
年
第
2
四
半
期
の
1
7
1
％
を
ピ
ー
ク
に
23
年
第
2
四
半
期
に
は
1
5
2
％
ま
で
18

％
ポイント
も
低
下
し
て
い
る
の
だ
。
ま
た
、
国
債
金
利
が
上
昇
す
れ
ば
日
本
政
府
は
財
政
破
綻
す
る
と
い
う
言
説
も
極
め
て
一

面
的
で
、
財
政
と
マ
ク
ロ
経
済
に
関
す
る
無
知
に
根
差
し
て
い
る
こ
と
を
説
明
し
よ
う
。

た
け
な
か
・
ま
さ
は
る　
79
年
東
京

銀
行（
現
三
菱
U
F
J
銀
行
）入
行
、

為
替
資
金
部
次
長
、調
査
部
次
長
、ワ

シ
ン
ト
ン
D
C
駐
在
員
事
務
所
長
、

国
際
通
貨
研
究
所
チ
ー
フ
エ
コ
ノ
ミ

ス
ト
を
経
て
、09
年
4
月
よ
り
現
職
、

経
済
学
博
士（
京
都
大
学
）。最
新
著

作「
資
産
形
成
の
た
め
の
金
融
投
資

論
〜
黄
金
の
波
に
乗
る
知
の
技
法

〜
」（Kindle

、20
年
10
月
）
。
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の
発
行
残
高
1
1
4
0
兆
円
で
あ
る
。
ま

た
、
政
府
債
権
の
主
要
項
目
は
、
残
高
の

大
き
い
順
に
、
①
外
貨
準
備
を
主
と
す
る

外
国
政
府
債
1
4
5
兆
円
②
政
府
預
金
45

兆
円
③
株
式
・
投
資
信
託
等
77
兆
円
―
で

あ
り
、
こ
の
3
項
目
で
政
府
債
権
3
4
6

兆
円
の
約
77
％
を
占
め
る
（
23
年
第
2
四

半
期
末
時
点
）。　

一
般
政
府
部
門
で
見
る
と
劇
的
な
債
務
減
少

　

し
か
し
な
が
ら
、「
中
央
政
府
」
と
い

う
の
は
政
府
部
門
の
全
部
で
は
な
い
。「
地

方
政
府
（
地
方
自
治
体
）」
と
公
的
な
医

療
保
険
、
年
金
制
度
、
介
護
保
険
な
ど
を

担
う
「
社
会
保
障
基
金
」
を
加
え
た
「
一

般
政
府
」
と
い
う
括く

く

り
で
見
る
こ
と
が
、

国
際
的
な
標
準
だ
。

　

日
銀
の
資
金
循
環
統
計
も
、
中
央
政
府

と
一
般
政
府
を
別
々
に
表
示
し
て
い
る
の

で
、
一
般
政
府
の
純
債
務
と
名
目
G
D
P

比
率
の
推
移
を
図
表
2
に
示
し
た
。
こ
れ

を
見
る
と
、
政
府
純
債
務
が
G
D
P
比
率

で
ピ
ー
ク
に
達
し
た
の
は
中
央
政
府
の
場

合
と
同
様
に
20
年
第
2
四
半
期
の
1
3
6

％
で
、
そ
こ
か
ら
直
近
の
23
年
第
2
四
半

期
の
1
0
8
％
ま
で
純
債
務
比
率
は
28
％

も
低
下
し
て
い
る
。

　

そ
れ
以
上
に
注
目
す
べ
き
こ
と
は
、
純

負
債
の
実
額
自
体
が
同
期
間
に
6
9
8
兆

円
か
ら
6
3
8
兆
円
に
60
兆
円
も
減
少
し

て
い
る
こ
と
だ
。
も
ち
ろ
ん
こ
の
間
に
大

規
模
な
増
税
も
歳
出
削
減
も
な
く
、
財
政

収
支
は
赤
字
を
続
け
た
こ
と
は
言
う
ま
で

も
な
い
。

　

実
は
こ
の
間
の
純
債
務

額
減
少
は
、
社
会
保
障
基

金
、
と
り
わ
け
公
的
年
金

の
運
用
債
権（
時
価
評
価
）

が
急
増
し
た
こ
と
が
主
因

で
あ
る
。
同
期
間
に
公
的

年
金
の
運
用
純
債
権
は

2
3
3
兆
円
か
ら
3
0
9

兆
円
に
76
兆
円
増
加
、
社

会
保
障
基
金
全
体
で
も
73

兆
円
増
加
し
て
い
る
。
こ

の
運
用
債
権
の
時
価
総
額

の
増
加
と
名
目
G
D
P
の

増
加
で
、
一
般
政
府
部
門

の
純
債
務
は
実
額
と

G
D
P
比
率
の
双
方
で
大

き
く
減
少
し
た
わ
け
だ
。

　

公
的
年
金
の
運
用
債
権
で
こ
の
期
間
に

資
産
額
が
目
立
っ
て
増
加
し
た
項
目
は
、

対
外
証
券
投
資
の
増
加
40
兆
円
と
株
式
・

投
資
信
託
等
の
20
兆
円
で
あ
り
、
こ
の
2

項
目
で
こ
の
期
間
の
運
用
債
権
増
加
76
兆

円
の
約
80
％
を
占
め
る
。
あ
り
て
い
に
言

え
ば
、
円
安
と
内
外
の
株
価
上
昇
で
公
的

年
金
の
運
用
債
権
額
が
著
増
し
た
わ
け
だ
。

公
的
年
金
の
運
用
債
権
の
本
質
と
は

　

さ
て
、
そ
れ
で
は
日
本
の
政
府
債
務
は

問
題
が
な
い
か
と
い
う
と
、
実
は
そ
う
簡

単
で
は
な
い
。
そ
も
そ
も
公
的
年
金
の
運

用
資
産
と
は
、
政
府
が
国
民
に
負
っ
て
い

る
将
来
の
年
金
給
付
に
備
え
る
た
め
の
も

の
だ
。
G
P
I
F
（
年
金
積
立
金
管
理
運

用
独
立
行
政
法
人
）
は
公
式
サ
イ
ト
で
以

下
の
よ
う
に
説
明
し
て
い
る
。

　
「
現
役
世
代
が
納
め
た
年
金
保
険
料
の

う
ち
、
年
金
の
支
払
い
な
ど
に
充
て
ら
れ

な
か
っ
た
も
の
が
、
将
来
世
代
の
た
め
に

積
み
立
て
ら
れ
て
い
ま
す
。
G
P
I
F
は

こ
の
年
金
積
立
金
を
、
国
内
外
の
資
本
市

場
で
運
用
し
て
増
や
し
て
い
ま
す
。
年
金

積
立
金
の
運
用
収
益
や
元
本
は
概
ね

1
0
0
年
の
年
金
の
財
政
計
画
の
な
か
で
、

将
来
世
代
の
年
金
給
付
を
補
う
た
め
に
使

わ
れ
ま
す
。
年
金
財
源
全
体
の
う
ち
、
積

立
金
か
ら
ま
か
な
わ
れ
る
の
は
約
1
割
で
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す
」

　

日
本
の
公
的
年
金
制
度
は
欧
米
諸
国
と

同
様
に
、
現
役
世
代
の
納
付
金
が
同
時
代

の
引
退
世
代
に
給
付
さ
れ
る
世
代
間
賦
課

方
式
だ
。
と
こ
ろ
が
、
日
本
の
よ
う
に
長

期
的
に
少
子
高
齢
化
が
進
む
状
況
で
は
、

人
口
が
増
え
る
引
退
世
代
へ
の
給
付
を
人

口
が
少
な
い
現
役
世
代
の
納
付
金
で
賄
う

と
、
負
担
と
給
付
を
巡
る
世
代
間
格
差
が

生
じ
る
。
そ
の
格
差
を
緩
和
す
る
た
め
に

資
産
運
用
が
行
わ
れ
て
い
る
の
だ
。

　

こ
の
通
り
公
的
年
金
の
運
用
債

権
は
、
将
来
生
じ
る
政
府
の
給
付

義
務
（
債
務
）
を
見
合
い
に
し
た

も
の
で
あ
る
な
ら
ば
、
そ
れ
を
債

権
と
し
て
政
府
の
総
債
務
か
ら
差

し
引
い
て
し
ま
う
こ
と
に
は
問
題

が
あ
る
。

　

こ
の
問
題
に
徹
底
的
に
合
理
的

に
対
応
す
る
な
ら
ば
、
次
の
よ
う

な
ア
プ
ロ
ー
チ
が
可
能
だ
。
ま
ず
、

現
行
制
度
の
下
で
、
政
府
が
負
う

将
来
に
わ
た
る
年
金
給
付
の
キ
ャ

ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー（
政
府
の
支
払
い
）

を
対
象
に
、
持
続
可
能
と
思
わ
れ

る
運
用
リ
タ
ー
ン
で
割
り
引
い
て

現
在
価
値
を
算
出
し
、
そ
れ
を
債

務
計
上
す
る
（
給
付
金
債
務
）。

同
時
に
、
将
来
に
わ
た
り
政
府
が

受
け
取
る
年
金
納
付
金
も
同
様
に
現
在
価

値
に
換
算
し
、
債
権
計
上
す
る
（
納
付
金

債
権
）。「
将
来
に
わ
た
る
」
と
い
う
期
間

は
ど
の
く
ら
い
か
と
い
う
問
題
が
あ
る
が
、

無
限
期
間
で
も
よ
い
。
割
引
率
で
デ
ィ
ス

カ
ウ
ン
ト
さ
れ
る
の
で
現
在
価
値
は
無
限

に
は
な
ら
ず
、
収
束
し
た
値
に
な
る
。

　

そ
の
上
で
「
納
付
金
債
権
（
現
在
価
値
）

＋
現
在
の
運
用
債
権
残
高
∨
給
付
金
債
務

（
現
在
価
値
）」
で
あ
る
な
ら
ば
、
公
的
年

金
は
純
債
権
ポ
ジ
シ
ョ
ン
で
あ
る
と
言
え

る
。
逆
に
給
付
金
債
務
の
方
が
大
き
け
れ

ば
、
純
債
務
ポ
ジ
シ
ョ
ン
に
あ
る
と
判
断

で
き
る
。
も
っ
と
も
、
こ
う
し
た
会
計
・

認
識
手
法
は
学
問
的
に
は
一
部
の
研
究
者

に
よ
っ
て
提
唱
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
筆

者
が
知
る
限
り
主
要
国
で
実
際
の
政
府
会

計
で
採
用
し
て
い
る
国
は
な
い
（
末
尾
参

照
）。

　

実
際
の
と
こ
ろ
、
将
来
の
年
金
給
付
と

納
付
の
現
在
価
値
を
計
算
す
る
と
い
っ
て

も
、
現
在
の
日
本
の
公
的
年
金
は
04
年
に

導
入
さ
れ
た
「
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
」

と
い
う
仕
組
み
で
運
営
さ
れ
て
い
る
。
こ

れ
は
今
後
の
賃
金
や
物
価
の
変
化
に
依
存

し
て
、
あ
る
程
度
緩
や
か
に
年
金
の
給
付

水
準
を
調
整
す
る
仕
組
み
だ
。
逆
に
言
う

と
、
今
後
の
賃
金
と
物
価
次
第
で
給
付
の

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
も
変
わ
る
の
で
、

信
頼
度
の
高
い
試
算
は
困
難
か
も
し
れ
な

い
。

　

公
的
年
金
に
関
し
て
も
、
そ
の
将
来
の

持
続
性
に
つ
い
て
「
破
綻
に
向
か
っ
て
い

る
」
な
ど
と
過
度
に
悲
観
的
な
言
説
を
語

る
経
済
評
論
家
な
ど
が
メ
デ
ィ
ア
な
ど
で

は
目
に
つ
く
が
、
筆
者
は
そ
う
し
た
考
え

に
は
与
し
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
、
現
在

の
日
本
の
公
的
年
金
は
長
期
的
な
将
来
に

わ
た
っ
て
、
ひ
い
き
目
に
見
て
も
、
十
分

に
純
債
権
ポ
ジ
シ
ョ
ン
だ
か
ら
問
題
な
い

と
は
言
い
難
い
。
そ
う
で
あ
る
な
ら
ば
、

公
的
年
金
の
純
債
権
（
3
0
9
兆
円
、
23

年
第
2
四
半
期
末
）
全
部
を
現
在
の
政
府

純
債
権
か
ら
は
抜
い
て
計
算
す
る
の
が
、

正
確
と
は
言
え
な
い
ま
で
も
ベ
タ
ー
な
見

方
で
あ
る
か
も
し
れ
な
い
。

　

そ
う
い
う
前
提
で
一
般
政
府
の
純
債
務

か
ら
、
公
的
年
金
の
純
債
権
を
引
い
て
計

算
し
た
も
の
が
、
図
表
3
で
あ
る
。
純
債

務
の
名
目
G
D
P
比
率
の
ピ
ー
ク
は
20
年

第
2
四
半
期
の
1
8
1
％
で
、
23
年
第
2

四
半
期
は
1
6
1
％
に
低
下
し
て
い
る
。

一
方
、
同
期
間
、
純
債
務
の
実
額
は

9
3
1
兆
円
か
ら
9
4
7
兆
円
に
穏
や
か

に
増
え
て
い
る
。
公
的
年
金
の
運
用
純
債

権
の
時
価
総
額
増
加
と
い
う
要
因
を
除
い

て
も
、
日
本
政
府
の
純
債
務
は
、「
日
本

破
綻
論
者
」
が
語
る
よ
う
な
債
務
膨
張
経

路
を
た
ど
っ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
の
だ
。

財
務
省
公
表「
純
政
府
債
務
」と
の
大
き
な
乖
離

　

次
に
、
財
務
省
が
こ
う
し
た
政
府
純
債

務
を
ど
の
よ
う
に
公
表
し
て
い
る
か
見
て

み
よ
う
。
同
省
は
毎
年
「
日
本
の
財
政
関

係
資
料
」
と
い
う
報
告
書
を
公
表
し
て
い

る
。
そ
の
中
で
一
般
政
府
の
総
債
務
と
純

債
務
の
G
D
P
比
率
が
主
要
国
と
比
較
で

き
る
形
で
公
開
さ
れ
て
い
る
。
令
和
5
年

-181.4

-160.7

対GDP比（％）

一般政府の純債務（総債権-総債務）（除く公的年金）
一般政府の純債務（除く公的年金）／名目GDP（％）

単位：億円
-90

-100

-110

-120

-130

-140

-150

-160

-170

-180

-190

-5,000,000

-5,500,000

-6,000,000

-6,500,000

-7,000,000

-7,500,000

-8,000,000

-8,500,000

-9,000,000

-9,500,000

-10,000,000M
ar-23

M
ar-22

M
ar-21

M
ar-20

M
ar-19

M
ar-18

M
ar-17

M
ar-16

M
ar-15

M
ar-14

M
ar-13

M
ar-12

M
ar-11

M
ar-10

（出所）内閣府
日銀（資金循環表）

〈図表3〉一般政府の純債務（除く公的年金）とGDP比率
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（
23
年
4
月
）
版
を
見
る
と
、
こ
れ
は
暦

年
デ
ー
タ
で
あ
る
が
、
20
年
以
降
の
一
般

政
府
純
債
務
は
1
6
0
％
前
後
の
ほ
ぼ
横

ば
い
で
推
移
し
て
お
り
、
本
論
が
日
銀
の

資
金
循
環
表
か
ら
作
成
し
た
よ
う
な
低
下

傾
向
を
示
し
て
い
な
い
。

　

そ
し
て
純
債
務
残
高
の
G
D
P
比
率
の

推
移
を
示
し
た
グ
ラ
フ
の
下
（
同
資
料
16

ペ
ー
ジ
）
の
注
記
に
以
下
の
よ
う
な
記
載

が
あ
る
。「
純
債
務
残
高
は
、
債
務
残
高

か
ら
金
融
資
産
（
通
貨
・
預
金
、
負
債
証

券
等
）
を
差
し
引
い
た
も
の
」
つ
ま
り
、

通
貨
・
預
金
と
負
債
証
券
（
公
社
債
）
以

外
の
株
式
・
投
資
信
託
な
ど
の
債
権
項
目

が
、
さ
っ
く
り
と
対
象
か
ら
外
さ
れ
て
い

る
の
だ
。
株
式
・
投
資
信
託
等
は
2
0
7

兆
円
（
23
年
第
2
四
半
期
末
）
も
あ
る
の

で
、
こ
れ
は
大
き
な
「
調
整
」
と
言
え
る

だ
ろ
う
。

　

さ
ら
に
、
次
の
よ
う
な
一
文
が
加
え
ら

れ
て
い
る
。「
政
府
が
保
有
す
る
資
産
の

多
く
は
、
市
場
で
の
売
却
可
能
性
が
な
い

か
、
あ
っ
て
も
財
政
危
機
時
に
お
け
る
価

値
下
落
の
可
能
性
が
あ
る
こ
と
等
に
留
意

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
た
め
、
ま

ず
は
総
債
務
に
よ
っ
て
財
政
状
況
の
評
価

を
行
う
べ
き
で
す
。」（
同
資
料
16
ペ
ー
ジ
）

　

要
す
る
に
、
株
式
・
投
資
信
託
等
の
価

格
変
動
性
の
高
い
資
産
は
政
府
純
債
務
を

見
る
上
で
は
適
正
に
欠
く
の
で
、
政
府
債

務
と
差
し
引
き
す
る
対
象
か
ら
外
し
て
あ

る
と
い
う
こ
と
だ
。
こ
の
財
務
省
の
数
値

が
日
本
政
府
の
純
債
務
残
高
と
し
て

I
M
F
や
O
E
C
D
に
も
報
告
さ
れ
、
各

国
比
較
さ
れ
て
い
る
。
ち
な
み
に
米
国
の

公
的
年
金
（Social Security System

）

は
、
今
の
日
本
と
異
な
り
、
全
て
連
邦
政

府
債
を
購
入
す
る
形
で
運
用
さ
れ
て
い
る

の
で
、
政
府
純
債
務
か
ら
株
式
・
投
資
信

託
等
を
除
い
て
も
、
大
き
な
違
い
は
生
じ

な
い
は
ず
だ
。

　

こ
の
よ
う
な
同
省
の「
デ
ー
タ
調
整
」は
、

筆
者
に
は
控
え
め
に
言
っ
て
も
恣
意
的
に

思
え
る
。
た
だ
し
、
財
政
学
は
筆
者
の
専

門
分
野
で
は
な
い
の
で
、
こ
の
点
に
関
し

て
は
財
政
専
門
の
経
済
学
者
の
積
極
的
な

議
論
を
期
待
し
た
い
。

国
債
金
利
が
上
が
り
始
め
て
も
大
丈
夫
か

　

最
後
に
、
金
利
の
上
昇
と
政
府
債
務
の

持
続
可
能
性
の
問
題
に
つ
い
て
触
れ
て
お

こ
う
。
日
本
政
府
（
中
央
政
府
）
の
国
債

総
発
行
残
高
（
含
む
短
期
債
）
は
23
年
第

2
四
半
期
末
で
1
1
4
0
兆
円
で
あ
る
。

従
っ
て
、
全
期
間
平
均
1
％
ポイント
の
国
債
利

回
り
上
昇
で
約
11
・
4
兆
円
も
政
府
の
利

払
い
費
は
増
え
る
。
こ
れ
は
現
在
の
政
府

一
般
予
算
規
模
の
約
10
％
に
も
相
当
す
る

額
で
あ
り
、「
そ
の
よ
う
な
利
払
い
費
の

増
額
を
賄
え
る
は
ず
が
な
い
の
で
、
政
府

債
務
は
雪
だ
る
ま
式
に
増
え
る
」
と
い
う

議
論
が
あ
る
。

　

し
か
し
、
こ
の
議
論
は
重
要
な
複
数
の

要
因
を
見
落
と
し
て
い
る
。
既
に
図
表
で

示
し
た
通
り
、
政
府
純
債
務
残
高
が
増
加

し
て
も
、
名
目
G
D
P
が
そ
れ
以
上
に
増

加
す
れ
ば
、
政
府
純
債
務
の
対
名
目

G
D
P
比
率
は
低
下
す
る
こ
と
だ
。
そ
の

場
合
、
政
府
債
務
は
持
続
可
能
で
あ
る
と

言
え
る
。
逆
に
政
府
純
債
務
比
率
が
上
が

り
続
け
る
な
ら
ば
、
そ
れ
は
ど
こ
か
で
限

界
に
ぶ
つ
か
る
の
で
、
持
続
可
能
で
は
な

い
。

　

こ
の
政
府
純
債
務
比
率
の
変
化
は
次
の

三
つ
の
要
因
で
決
ま
る
。
①
財
政
の
プ
ラ

イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
②
名
目
G
D
P
成
長

率
③
国
債
平
均
利
子
率
―
で
あ
る
。
プ
ラ

イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
（
以
下
「
P
M
バ
ラ

ン
ス
」）
と
は
、
歳
入
面
か
ら
は
新
規
の

国
債
発
行
に
よ
る
分
を
除
き
、
歳
出
面
か

ら
は
期
日
の
到
来
し
た
国
債
の
償
還
元
本

と
年
間
の
利
払
い
を
除
い
た
歳
入
歳
出
の

収
支
の
こ
と
だ
。
通
常
「
財
政
収
支
」
と

い
う
場
合
に
は
、
歳
出
に
利
払
い
を
加
え

る
の
で
、
P
M
バ
ラ
ン
ス
と
財
政
収
支
は

こ
の
利
払
い
分
だ
け
違
う
こ
と
に
な
る
。

　

政
府
債
務
比
率
と
三
つ
の
要
因
の
関
係

は
、
次
の
よ
う
に
考
え
れ
ば
簡
単
に
分
か

る
。
あ
る
国
の
名
目
G
D
P
が
1
0
0
兆

円
、
政
府
債
務
残
高
が
1
0
0
兆
円
（
政

府
債
務
比
率
1
0
0
%
）、
P
M
バ
ラ
ン

ス
は
収
支
均
衡
、
政
府
の
税
収
は
名
目

G
D
P
の
伸
び
と
同
じ
だ
け
増
加
す
る
と

し
よ
う
（
実
際
は
所
得
税
が
累
進
税
率
な

の
で
、
税
収
は
名
目
G
D
P
以
上
に
増
加

す
る
）。
ま
た
、
単
純
化
の
た
め
に
政
府

債
券
は
ゼ
ロ
で
、
政
府
総
債
務
＝
政
府
純

債
務
と
想
定
し
よ
う
。

　

名
目
G
D
P
成
長
率
が
2
％
、
国
債
平

均
利
回
り
も
2
％
な
ら
ば
、
10
年
後
の
名

目
G
D
P
成
長
率
は
1
2
2
兆
円
（
＝

1
0
0
×
1
・
04
の
10
乗
）、
政
府
債
務

も
利
払
い
が
2
％
で
増
え
10
年
後
に
は

1
2
2
兆
円
に
な
る
。
つ
ま
り
、
政
府
債

務
比
率
は
1
0
0
％
で
変
わ
ら
な
い
。

　

次
に
名
目
G
D
P
成
長
率
が
4
％
、
国

債
平
均
利
回
り
が
2
％
な
ら
ば
、
名
目

G
D
P
は
10
年
後
に
1
4
8
兆
円
（
＝

1
0
0
×
1
・
04
の
10
乗
）
に
な
る
が
、

政
府
債
務
は
1
2
2
兆
円
な
の
で
、
政
府

債
務
比
率
は
82
・
4
%
（
＝
1
2
2
／

1
4
8
）
に
約
17
・
6
％
も
下
が
る
。
逆

に
名
目
成
長
率
が
2
％
で
、
国
債
平
均
利

回
り
が
4
％
な
ら
ば
、
10
年
後
の
政
府
債

務
比
率
は
1
2
1
・
4
％
（
＝
1
4
8

／
1
2
2
）
に
約
21
・
4
％
も
上
が
っ
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て
し
ま
う
。

　

つ
ま
り
、
名
目
G
D
P
成
長
率
が
国
債

平
均
利
回
り
よ
り
も
高
け
れ
ば
、
そ
の
分

だ
け
政
府
債
務
比
率
は
上
昇
さ
せ
ず
に
抑

え
込
む
こ
と
が
容
易
に
な
る
。
こ
れ
は
財

政
学
で
「
ド
ー
マ
ー
の
条
件
」
と
し
て
知

ら
れ
て
い
る
原
理
だ
。
G
D
P
成
長
率
と

国
債
利
回
り
の
ど
ち
ら
が
長
期
的
に
高
い

の
か
が
問
題
に
な
る
が
、
日
本
の
よ
う
な

国
内
の
貯
蓄
投
資
バ
ラ
ン
ス
が
長
期
に
わ

た
っ
て
貯
蓄
超
過
の
国
の
み
な
ら
ず
、
恒

常
的
に
貯
蓄
不
足
の
米
国
で
も
、

2
0
0
0
年
代
以
降
、
G
D
P
成
長
率
∨

国
債
利
回
り
と
な
る
傾
向
が
あ
る
こ
と
を

指
摘
し
て
お
こ
う
。

　

日
本
経
済
は
よ
う
や
く
デ
フ
レ
の
桎し

っ
こ
く梏

か
ら
抜
け
出
し
、
名
目
G
D
P
成
長
率
が

実
質
G
D
P
よ
り
高
く
な
る
本
来
の
姿
に

戻
り
つ
つ
あ
る
。
野
放
図
な
財
政
赤
字
は

も
と
よ
り
論
外
で
あ
る
が
、
将
来
の
経
済

成
長
の
た
め
に
賢
明
な
財
政
支
出
に
努
め

れ
ば
、
過
度
に
緊
縮
的
な
財
政
政
策
を
取

ら
ず
と
も
名
目
G
D
P
比
率
で
政
府
純
債

務
を
安
定
化
、
さ
ら
に
は
低
下
さ
せ
る
こ

と
が
で
き
る
局
面
に
入
っ
て
い
る
の
だ
と

言
え
よ
う
。
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